

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































そのような効果は観察されないことが知られている（e.g., Davis & Lupker, 2006; Nakayama, 






Does Lexical Competition Play a Role in Word Recognition 
of Non-Roman Script Language?
A Test for an Inhibitory Neighbor Priming Effect 
with Japanese Katakana and Kanji Words.
語彙競合は非ローマ文字の単語認識でも起こるのか
カタカナ語と漢字語における
抑制的隣接語プライミング効果の検証
博士論文執筆者：中　山　真里子
96
接非語プライムによるその効果の消失が期待されることになる。
　そこで、中山は第２章の実験１A、１B、２で、カタカナ語ターゲットを使った語彙判断課題
を用いて、これらの予測について検討した。実験の結果、カタカナ語ターゲットにも、形態隣接
語プライムによる抑制的プライミング効果が観察され（e.g., スタイル－スマイル）、形態隣接非
語プライムでは、抑制効果は観察されなかった（e.g., スコイル－スマイル）。
　次に、第３章の実験３－６では、漢字二字熟語をターゲットとした語彙判断課題において、同
様の予測について検討したところ、形態隣接語プライムからは誤反応率において抑制効果が認め
られたものの、反応時間のデータには何の効果も観察されなかった（e.g., 支持－支障）。漢字は
それ自体が形態素であるため、形態隣接語同士は、同じ形態素を共有することになる。したがっ
て、プライムとターゲットが形態素を共有することにより、これまでの英語やカタカナ語による
研究では期待されなかった形態素レベルの処理における促進効果が漢字熟語の場合には生じてい
る可能性がある。そこで、中山は、ターゲットと漢字一文字を共有する形態隣接非語プライムを
使った場合（実験５と６：e.g., 支楽－支障）、及びターゲットに含まれる漢字一文字をプライム
とした場合（実験７：e.g., 支－支障）のデータを収集し、いずれの場合にも、大きな促進効果が
観察されること明らかにした。そして、こうした漢字の共有による大きな促進的プライミング効
果の存在が、語彙競合による抑制的プライミング効果をマスクしてしまうことにより、漢字熟語
の場合には、形態隣接語プライムによる抑制的プライミング効果が観察され難い可能性が高いこ
とを示した。
　最後に、第４章で中山は、これらの実験で収集したデータを踏まえて、活性化モデルによる語
彙競合のメカニズムは、英語などのアルファベット言語ばかりでなく、日本語のカタカナ単語や
漢字熟語の読みにおいても機能している可能性が高く、語彙競合のメカニズムは、どのような言
語にも適用可能なユニバーサルな仮説であろうと結論している。このように、中山の論文は、英
語などのアルファベット言語を使った研究において導きだされた仮説が、日本語のカタカナ単語
及び漢字熟語にも適用可能であることを示した大作である。さらに、並列分散処理の枠組みに基
づいたコネクショニスト・モデルでは、語彙表象という概念も、表象間の抑制のメカニズムも仮
定されない。そのため、中山の論文の中で報告されているデータは、コネクショニスト・モデル
の限界をも示す可能性を秘めた重要なデータである。
　一部の審査員からは、今後の研究の方向性として、コネクショニスト・モデルによる説明の可
能性を、もう少し考慮してみる必要があるかもしれないという提案や、漢字語の形態隣接語の定
義に関して、今後さらに考察すべき点などに関するアドバイスはあったものの、審査員全員の見
解として、この論文は博士学位請求論文にふさわしく非常に質の高い論文であるとの評価で一致
した。したがって、本審査委員会では、中山の論文を博士学位請求論文として授与に値する論文
であると判断した。
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　　　2013年４月５日
　　　主任審査委員　早稲田大学文学学術院　教授
　　　　　　　　　　　Ph. D（西オンタリオ大学） 日野　泰志
　　　審査委員　　　早稲田大学文学学術院　教授
　　　　　　　　　　　Ph. D（ノースウェスタン大学） 福澤　一吉
　　　審査委員　　　地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所　研究員
　　　　　　　　　　　博士（学術）千葉大学 伊集院睦雄
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　調査紙を用いて意見や評価といった回答者の態度を収集した研究事例は、今日まで多くの場面
で見られてきた。調査紙には通例、研究者の意図する研究課題を網羅した質問項目が並べられて
いるが、その回答形式としては回答となる選択肢が予め用意されたプリコード型と、自由回答を
求める自由記述型の二種類に大別される。これら両者の回答形式を併せ持った調査紙も多くみら
れるものの、後者の自由記述型の質問項目は、自由な意見をテキストデータとして収集するため、
回答の種類はプリコード型よりも非常に多く、どれだけ回答を収集しても新たな意見、知見が無
くなることが稀有であり、そのため新知見が得られ難くなったある時点で知見の収集を打ち切ら
なければならないという性質を有している。しかしながら、これまで知見の収集を打ち切るため
の統一的な基準は存在せず、研究者間で知見の収集の十分さの程度についての客観的な評価がで
きないという現状があった。
　本論文は、水産資源学における資源量推定法を応用し、知見の収集の十分さの程度を表す捕獲
率という客観的な指標の提案を行い、様々なデータに対する応用研究を示していくことで、提案
した捕獲率の有効性についての吟味を行っている。　本論文は、全８章で構成されている。
　第１章ではまず、自由記述の収集における問題提起を行い、続いて研究目的について言及して
いる。
　また質問紙法の回答形式の分類や資源量推定法に加え、KJ 法、テキストマイニング、質的研
究法の紹介、データマイニング手法といった本論文で用いられる回答処理、得られた知見の更な
る分析手法に関する基本的な説明を行っている。
　第２章では、自由記述データから、資源量推定の方法を用いて知見数の飽和度を示す捕獲率を
具体的に推定する方法を提案している。この章では資源量推定の方法として Schnabel 法を用い
ており、Schnabel 法の説明に加え、適用例として標本数が数百程の、ブランドのイメージに関
する自由記述の回答を、KJ 法によって処理したデータ用いている。本章で提案された手法は、
資源量推定の公式を自由記述の収集の飽和度の指標として用いる端緒となるものであり、捕獲率
によって、収集した自由記述データから導かれる理論や研究成果がより盤石な基盤をもっていた
テキストデータの収集の程度を測る指標に関する研究
博士論文執筆者：大　橋　洸太郎
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ことを１つの観点からの傍証として示すことができる点で、非常に有益な手段である。
　第３章では、より大きな標本サイズへの捕獲率の適用を想定し、資源量推定の方法として
DeLury 法を用いた捕獲率の提案を行っている。DeLury 法の説明に加え、ファントム変数法を
用いた共分散構造分析のソフトウェアによる実行方法についても紹介され、適用例として標本数
が数千程の、ブランドのイメージに関する自由記述の回答を、テキストマイニングによって処理
した名詞と形容詞のデータ用いている。本章における捕獲の対象は知見ではなく、名詞や形容詞
といった、イメージのキーワードとなる単語である。このため本章は、データが数千単位の大き
な標本サイズとなるにつれ、人の手によるKJ 法が難しくなった際に、テキストマイニングとい
う自動コーディング技術を用いて捕獲率を計算する道筋を示した章といえる。
　第４章では、特に第３章で扱ったような大きな標本サイズについて、捕獲率と共に用いること
で自由記述の収集の程度に関して更なる考察を行うことができる遭遇率という指標が提案されて
いる。
　第３章と同じデータを用い、３種類のパレート分布から最もデータに当てはまりのよいモデル
を選択し、単語の出現頻度をモデル化し、そのモデルの累積分布関数を用いることで、未知の単
語がまだどれほど得られやすいかを知ることができる遭遇率の計算方法が説明されている。
　第５章では、第３章と第４章で提案された捕獲率と遭遇率を用いて、Web 上のデータを対象
とした応用研究を示している。特定のテーマに沿って収集したWeb 文書の捕獲率と遭遇率を計
算し、得られた名詞の解釈を行った応用例と共に、この応用例で得られたWeb 文書内に存在し
ていたリンク情報を用い、更に収集したWeb 文書を選択的に加えることで、捕獲率の結果を上
昇させていく方法を示している。
　第６章では、授業評価データを対象とした応用研究を行っている。私立大学の必修授業につい
ての自由記述形式のアンケートから、KJ 法によって授業改善に役立つ知見を収集し、これらの
知見が手元のデータの枚数で十分に収集されているかどうかを検討している。
　第７章では、実際にインタビューを行ったデータを分析対象として捕獲率を計算・応用する研
究を試みている。最近２年間に就職活動を行った学生について、就職活動における成功体験を文
章化し、KJ 法によって就職活動に役立つ知見を収集し、これらの知見が手元のデータの枚数で
十分に収集されているかどうかを検討した。また得られた知見を変数とみなし、データマイニン
グ手法を用いて変数間の関係性について更なる分析を行っている。
　第８章では、第５章から第７章までで示された３つの応用研究の結果を踏まえ、第２章から第
４章までで提案されてきた捕獲率と遭遇率の有効性についての総合考察を行っている。これらの
応用研究と、提案を行った各章の適用例の結果から、提案された捕獲率、遭遇率の様々データで
の有効性を確認し、今後の応用についての展望を述べている。
　本論文の成果から、捕獲率、遭遇率は、自由記述の収集の程度を示す指標として、KJ 法やテ
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キストマイニングといった回答処理の方法を用いることで、様々な標本サイズ、自由記述型の
データである多様な分野のデータに適用可能であることが示された。この適用範囲の広さに加え、
提案された指標によってテキストデータの収集の十分さを客観的に示すことができたという問題
解決の観点から、本論文が実用的、学術的に有用であると考えられる。
以上より、本論文は博士学位論文の水準を満たすものである。
　　　2013年11月25日
　　　主任審査委員　早稲田大学文学学術院　教授
　　　　　　　　　　　博士（教育学）東京大学 豊田　秀樹
　　　審査委員　　　早稲田大学文学学術院　准教授
　　　　　　　　　　　博士（文学）早稲田大学 福川　康之
　　　審査委員　　　多摩大学経営情報学部　教授
　　　　　　　　　　　博士（経営学）法政大学 豊田　裕貴
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　本論文は、成人アトピー性皮膚炎（atopic dermatitis; AD）患者の視点に依拠した包括的な支
援体制を構築するために、成人AD患者の病気に伴う体験を理解するとともに、回復における
心理的要因の探索とその介入効果の検証を行うことを目的としたもので、３部から構成されてい
る。以下がその構成である。
　第１部　成人アトピー性皮膚炎患者の増悪と回復のプロセス
　　第１章　成人AD患者の増加と背景（研究史）
　　第２章　問題提起
　　第３章　入院AD患者の増悪と回復のプロセス　（研究１）
　第２部　心理的回復要因と心理的支援の可能性
　　第４章　成人AD患者のQOLと心理的回復要因
　　第５章　問題提起
　　第６章　成人AD患者の SF-36と関連因子　（研究２）
　　第７章　SF-36からAD特異的QOLへの影響　（研究３）
　　第８章　研究４：健常学生に対する日記課題の有効性　（研究４）
　　第９章　成人AD患者に対する日記課題の有効性：事例研究　（研究５）
　第３部　総括
　　第10章　結論
　　第11章　総合考察
　第１部では、第１章の研究史において、成人AD患者の増加、ADの難治化、増悪に関連する
心理的要因、セルフマネジメント研究の現状について先行研究を概括している。第２章の問題提
起において、成人AD患者を対象とした心理的回復要因に着目した研究が少ない点を指摘して、
第３章の研究１による、成人AD患者の病気体験を増悪のプロセスと回復のプロセスに着目し、
患者の視点に立つ探索的な検討を加えている。
　第２部では、第４章の研究史において、AD患者のQOL（quality of life）の評価指標として
成人アトピー性皮膚炎患者の心理的回復要因に関する研究
博士論文執筆者：高　木　博　子
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用いられている尺度を概説し、研究１の結果に基づき、心理的回復要因として、コーピング方略、
情緒的支援ネットワーク認知、自尊感情に着目し、その先行研究を示している。そこから、問題
提起として、成人AD患者のコーピング方略、情緒的支援ネットワーク認知、自尊感情の３つ
の心理的回復要因とQOLとの関連性を明らかにすることの意義を第５章で扱っている。第６章
の研究２と第７章の研究３では、調査研究によって、コーピング方略、情緒的支援ネットワーク
認知、自尊感情とQOLの関連性を評価した。さらに、第８章の研究４と第９章の研究５では、
QOLとの関連性を示したコーピング方略の中でも認知的再体制化に焦点をあて、視点取得を含
んだ認知的再体制化のライティングがQOLに与える影響を評価した。第３部の総括では、第10
章で結論、第11章で本研究の意義、限界、今後の課題と可能性についてまとめた。
　以下は、本研究によって提示された、「入院歴のある成人AD患者の回復プロセス」に関わる
諸要因を示した回復モデルである。
　本論文は成人アトピー性皮膚炎の経過を考えるうえで、増悪因子に関する研究が多い中で、患
者の回復過程に関して、特にその心理面の回復過程を明らかにしたもので、今後、心理的回復へ
の効果的なアプローチの手がかりになるものである。すなわち心理面を含めた包括的な介入プロ
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グラムを確立していく上で、重要な知見を提供するものであり、この領域の発展に寄与する社会
的意義の高い研究であると評価できる。
　成人アトピー性皮膚炎については、その経過に心理社会的要因が大きく関与することが明らか
になっており、心身医学的視点からのアプローチは、増悪因子としてのストレスや掻破行動への
対策に主眼が置かれている。患者の心理状態などについては、横断的な研究によって種々の問題
（うつ、不安など多岐にわたる）があることが報告されているのに対し、アトピー性皮膚炎を抱
える患者が、身体的に回復していく過程の内面で、心理的にどのように回復の道をたどるのか、
回復を困難にしているものは何か、などの点は、これまでほとんど検討されておらず、斬新な視
点に立った興味深い研究である。
　著者が主張する通り、入院治療などの強力な治療の結果、身体的には急速に寛解に至ることが
可能である一方、患者にとっての真の「回復」は、心理社会的にも回復したと実感できることで
ある。
　研究の成果として得られた、患者の心理的問題、すなわち、孤立、母親との確執、病気の苦悩、
医療不信、劣等感、喪失感、強迫性、および、回復過程での心理社会的変化、すなわち、対人関
係の改善、医師への信頼、治療行動への積極性、強迫的思考からの解放、社会的役割の獲得など
は、成人アトピー性皮膚炎の診療に従事するものからみると、診療経験と完全に一致し、本研究
でその点が明確化されている。いまだ多くの医療機関で、アトピー性皮膚炎の治療（回復）＝身
体的治療（回復）という図式で診療、治療が行われている現状（保険診療の限界でもある）にお
いて、患者の求めている、心理社会的回復をも目指した、統合的な診療が期待されていることを
明らかにしたものと考える。
　以上のことから、当論文は博士学位論文に相応しいと考える。
　　　2014年１月20日
　　　主任審査委員　早稲田大学文学学術院　教授 石井　康智
　　　審査委員　　　早稲田大学文学学術院　教授 越川　房子
　　　審査委員　　　東京女子医科大学附属女性生涯健康センター教授　副所長
　　　　　　　　　　　博士（医学）東京女子医科大学 檜垣　祐子
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　本論文は、現代における教師の役割、とりわけその専門性の質を問い直し、後述する民主主義
的専門性の理論化と実証的な検討を行うことを目的としている。
　今日の学校では、民主主義社会の参加主体としての子どもの形成や、学校運営への保護者参加
が問われており、ともに、教師の専門性とも深くかかわる問題としてとらえ直すことが必要に
なっている。
　前者の課題は、今日、シティズンシップ教育論として展開されつつあるが、市民の育成といっ
た教育目的を設定しそれに即した教育内容を用意する教育の営みは、それが実際に展開される
「教室の場における教育方法上の問題」を避けては成立しないとする。本論文では、その教育方
法上の問題として、①教室には特定の規範へと適応させる機能があること、②子どもが教師から
の評価を意識してそれに適った振る舞いをすること、③子ども同士が場の空気を読み周囲の反応
を探るといった特性があり、これらの特性によって子どもの能動的な参加が妨げられる可能性が
あるとした。
　後者の課題に関しては、今日のモンスターペアレント問題など、教師と保護者たちの関係の成
立が困難になっている問題への検討が避けられない。この問題を生じさせている要因としては、
基本的には、保護者たちの関心がわが子への私的関心に集中するという、今日の教育の私事化状
況にあるとする。
　本論文では、前者の民主主義的な主体としての子どもの形成と、後者、保護者の学校参加とに
関わる問題を克服するための方途を、教師の専門性論において探ろうとする。前者の参加主体の
形成の問題に対しては、教室の場を公共空間として再編成し、子ども参加を成立させる際の教師
の役割を、後者の保護者参加に関する問題に対しては、保護者の私的関心の問題をこえて共通の
関心事を掘り起こし、参加を可能にする教師の役割を各々探究している。そのうえで、本論文で
は、子ども参加における教師の役割と保護者参加における教師の役割とをあわせて、教師の民主
主義的専門性として理論化した。
　論文の構成は、以下の通り。
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　序章
　第Ⅰ部　子ども参加における教師の民主主義的専門性
　　第１章　教室における子ども参加の意義と条件
　　第２章　教室における「現われ」の成立条件
　　第３章　多様な子どもの「現われ」の条件
　第Ⅱ部　保護者参加における教師の民主主義的専門性
　　第４章　保護者参加の意義と条件
　　第５章　保護者における共通関心の形成
　　第６章　教師・保護者間における公共空間の成立
　終章
　第Ⅰ部（第１章、第２章、第３章）が子ども参加実践を、第Ⅱ部（第４章、第５章、第６章）
が保護者参加実践を対象にした章立てであり、両者の連関と民主主義的専門性への言及を終章で
行っている。第１章と第４章では、先行研究の理論的な検討を行い、第２章・第３章、第５章・
第６章において、教師の教育実践の事例を取り上げながら教師の民主主義的専門性について分析
している。
　事例研究で取り上げるのは、２名の教師の教育実践であり、第２章と第５章においては、東京
都内の公立小学校教師の実践を取り上げ、第３章と第６章においては、埼玉県内の公立小学校教
師の実践を取り上げている。この実践事例は、①参加観察の際のフィールドノート（ビデオ記録
をもとに作成）、②教師へのインタビューの録音データ、③保護者へのインタビューの録音データ、
④学級通信、⑤実践記録等の分析を通して行った。
　本論文では、この第Ⅰ部と第Ⅱ部の考察を通じて、子ども参加と保護者参加における教師の専
門性について連関があることを示した。この連関こそが、教師の民主主義的専門性の重要な特性
であるとする。その連関は、①子ども参加のために、教師が保護者に対して「声」を発するとい
う意味での連関、②保護者参加のために、教室における関係の再編成がなされるという意味の連
関、③教室の場と教師と保護者の場のいずれにおいても、公共空間の成立可能性が問われるとい
う意味での連関、④子ども参加、保護者参加の公共空間の形成がいずれも今日的な状況に対して
設定されるという点における連関である。
　なお、子ども参加と保護者参加とは教育実践の内的な構造においていかに連関するのか、とい
う点は、教師の専門性をめぐる先行研究においても十分に追究されてきたとはいえない。その意
味では、この点への追究は重要な研究成果となりうるし、教師教育研究に大いに貢献する論文と
いえる。
　本論文は、上記のような教師の民主主義的専門性の理論構築と実証研究により、教師教育論に
一石を投じるものであるとともに、学校民主主義論、教育参加・教育共同体論の構築にとって欠
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かせない論点を示す研究であり、その研究的先進性および教育方法学をベースとした実践的な検
証力を高く評価するものである。
　もちろん先駆的な研究ゆえに残された課題も少なくない。終章で示した子ども参加と保護者参
加と連関する教師の民主主義的専門性をさらに深める事例研究が必要と思われる。また、教師の
民主主義的専門性を担保する教師教育の課題や、戦後日本の民主主義の担い手としての教師の歴
史的、社会的な役割からの分析も必要となろう。
　本論文は、以上のような課題は残しているものの、とかく分岐しがちな制度論的な教師論（教
師の専門職性論）と実践論的な教師論をつなぐ役割を有しており、教師教育研究の促進に寄与す
ることは間違いない。そのような研究意義に加えて本論文は、博士学位申請論文に求められる形
式的要件、及び論述の厳密性とオリジナリティ、学術的貢献などの水準を十分に満たしており、
論文審査委員会は、一致して本論文を、博士（文学）の学位論文に相当するものと判断し、ここ
に報告する。
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